
１．貸借対照表　 ２．行政コスト計算書及び純資産変動計算書 （ＰＬ・ＮＷ）
　　（ＢＳ）　

（単位：億円）

（単位：億円）

３．資金収支計算書
　　（ＣＦ）

（単位：億円）

金額は四捨五入しているため、合計値と内訳が一致しない場合があります。

５　期末現金預金残高（3+4） 26 47 69

３　期末資金残高（1+2） 24 46 68

４　当期歳計外現金増減額 1 1 1

１　当期資金収支額（1）+（2）+（3） △ 5 △ 3 2

２　期首資金残高 29 49 66

①財務活動支出 17 20

②財務活動収入 17 17

66 68

（3）財務活動収支 0 △ 3

（2）投資活動収支 △ 77 △ 83

①投資活動支出 144 150

②投資活動収入

フリーキャッシュフロー　＝（A）+（B） 7

866 　投資活動収支（B）
　（基金積立金支出及び基金取崩収入を除く）

△ 67

△ 1

2,939 3,062 3,207

①業務支出 524 784

②業務収入 597

2,869 2,989 3,140

（1）業務活動収支 72 82 　業務活動収支（A）
　（支払利息支出を除く）

74

12 期末純資産残高（10+11）

項目 一般会計等 全体 連結 フリーキャッシュフロー（一般会計等）

11 期首純資産残高

７　財源 603 841 856

10 当期純資産変動額（8+9） 69 73 66

154 228 241

８　当期差額（7-6） 69 73 67

税収等（市税など） 448 613 615

国県等補助金

9　その他 0 0

５　臨時利益（資産売却益など） 0 0 2

６　純行政コスト（3+4-5） 533 769 789

100% ４　臨時損失（資産除売却損など） 2 2 4負債・純資産の部合計 3,281 100% 3,470 100% 3,778

0%④その他 1 0% 3 0% 6

7 8 55

資産の部合計 3,281 100% 3,470 100% 3,778 100%

90% 3,062 88% 3,207 85%

②その他

３　純経常行政コスト（1-2） 531

47

③その他 2 0% 7 0% 102 3% 純資産の部合計 2,939

12% 571①現金預金 26 1% 47 1% 69 2% 10% 409

767 787

102

②基金 61 2% 61 2% 61 2% 純資産の部

15%

２　経常収益　計 23 55

①使用料及び手数料 16 47負債の部合計 342

２　流動資産 88 3% 115 3% 232 6%

7 0%13% ③引当金 5 0% 6 0%③投資その他資産 387 12% 396 11% 487

0% 4 1%0% 13 0%②無形固定資産 2 0% 2 0% 39 1%

30 5% 37

55% 447 50%

　減価償却累計額 △ 2 △ 28 △ 75
23 1%

④移転支出（社会保障給付、補助金等など） 224 40% 453

①1年内償還予定
　地方債

17 1% 20 1%

②未払金・未払費用 0

1,900
44%

1,900

13 2%

ⅲ物品 3
0%

48
1%

108
1%

290 33%

③その他業務費用 6 1% 11

42% 263 32%②物件費等（物件費・維持補修費など） 233

うち減価償却費

96 12% 140

890

48 1% 16%

822 100% 100%

91 16%

33 1%

△ 481 ③引当金 163 5% 167 5%

555 100%

金額 比率

32 1%△ 383 ２　流動負債
40%

④その他 - -

24 1%

- 0 0% 0 0%

１　経常費用　計

ⅰ事業用資産 1,843
43%

1,843
41%

　減価償却累計額 △ 423 △ 423 173 5%

①人件費（職員給料・議員報酬など）　減価償却累計額 △ 292 △ 383

ⅱインフラ資産 1,673
42%

金額 比率 金額 比率

一般会計等 全体

比率

１　固定資産 3,192 97% 3,355 97%

3,019 80% ①地方債 156 5%

1,951
39%

②長期未払金 -

20 1%

318

比率 金額 比率 金額 比率

連結

①有形固定資産 2,803 85% 2,957 85%

10% 377 11% 523 14%

項目

190 5% 317 8%

5% 43 5%
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資産の部 負債の部

項目
一般会計等 全体

金額

連結
項目

一般会計等 全体 連結

金額 比率 金額 比率 金額

3,546 94% １　固定負債

○業務活動収支（支払利息支出を除く）と投資活動収支

（基金積立金支出及び基金取崩収入を除く）との合計額

をフリー・キャッシュ・フローといいます。

○フリー・キャッシュ・フローは、企業会計では債権者

と株主に配分できる財源として考えますが、地方公会

計では地方債の償還、基金の積立、行政サービスの充

実の財源として考えます。

○資産合計は3,778億円です。土地、建物、工作物（道路等）などの有形固定資産がその8割を占めています。

○純資産合計は3,207億円であり、純資産比率（純資産合計÷資産合計）は85%と高い水準です。

○負債合計は571億円であり、資産合計に占める割合は15%です。この比率が低いほど将来世代の負担が少ないことになります。

○１年間の総行政コスト（費用合計＝経常費用＋臨時損失）は、894億円、収益合計

は105億円、差し引きの純行政コストは789億円となっています。財源（税収等、

国県等補助金）は856億円ですので、当期差額はプラス67億円となっています。

○当期差額のプラス等により、平成28年度の純資産は66億円増加し、平成28年度末

の純資産残高は3,207億円となりました（貸借対照表の純資産合計と一致します）。

○当期差額のプラスは、当年度の行政サービス提供にかかったコスト（純行政コスト）

が当年度の財源（税収等、国県等補助金）で賄えたことを表しています。

各会計の区分

一般会計等：一般会計

全体 ：一般会計等＋特別会計＋水道事業会計

＊下水道事業会計は地方公営企業法の適用に向けた作業中であるため、

連結対象外としています。

連結 ：全体＋市の財政援助出資団体（15団体）

＊一部事務組合等は現時点で財務諸表が作成されていないため連結していません。

一致

一致

行政コスト計算書…発生主義の考え方に基づいて費用（現金支出を伴わない減価償却費等含む）

（下表項目1～６） と収益を示したもので民間の損益計算書にあたります。

現金支出を伴わないコストを含めて、行政サービスの提供にいくらかかっ

たかが分かります。

純資産変動計算書…純資産の1年間の増減を示したもので、行政コスト計算書の費用から収益を

（下表項目6～12） 差し引いた純行政コストが税収等の財源で賄われているかが分かります。

貸借対照表…平成29年3月31日現在に保有する資産・負債・純資産を示したものです。

将来世代が負担する「負債」と、これまでの世代の負担である「純資産」の割合から、

世代間の負担バランスが分かります。

資金収支計算書…１年間の現金の増減を次の３つの区分に分けて示したもので、

資金がどのように使われたか、資金配分の状況が分かります。

（1）業務活動：経常的な行政サービスの提供に係る収支

（2）投資活動：固定資産や基金の増減に係る収支

（3）財務活動：地方債（借入金）の発行・償還に係る収支

○平成28年度決算から、総務省が示す『統一的な基準』に基づき財務書類を作成しています。

○財務書類とは、企業会計的な手法（発生主義会計）により資産・負債や現金支出を伴わない減価償却費、引当金等を明示し、現行の決算書（現金主義会計）を補完します。

「貸借対照表」「行政コスト計算書及び純資産変動計算書」「資金収支計算書」の３表で構成され、連結ベースまで作成することにより，本市の財務状況を一体的に把握できます。



＊地方債等償還可能年数：地方債等残高が資金収支計算書における業務活動収支と投資活動収支を足したものの何年

分あるかを示す指標で、年数が短いほど地方債等償還能力は高いといえます。10年以下が

標準とされています。 

【計算式】地方債等（BS）÷（業務活動収支（CF）+投資活動収支（CF）） 

財務書類から分かる武蔵野市の現況（一般会計等） 

（１）財務内容の健全性 ～行政サービスの提供は持続可能か～ 

① 借入金は健全な水準にあります  

平成28年度末の一般会計の借入金残高は172億円です。これは公共施設などの固定資

産の形成などに充てられており、固定資産の残高（減価償却後）3,192億円に占める借入

金の割合は5.4％と低い水準です。 

また、＊地方債等償還可能年数は、２年であり健全な水準にあるといえます。今後も財

政規律を緩めることなく堅実な財政運営を行っていきます。 

② 純資産は高い水準にあります 

純資産比率（純資産合計÷資産合計）は、

89.6％と高い水準です。 

この比率が高いほど、財政が健全であると

ともに、これまでの世代の負担により資産を

形成してきたこと、将来世代へ負担を先送り

しない財政構造であることを表しています。 

（２）行財政運営の効率性 ～効率的で効果的な行財政運営が行われているか～ 

① 平成28年度行政コストの現世代負担状況 

平成28年度に提供した行政サービスに対す

るコストは、平成28年度の財源（税収等、国

県等補助金）で賄われています。本年度差額69

億円は、将来世代に引き継ぐ資産の増加と負債

の減少を意味しており、民間の損益計算書に例

えると69億円の黒字であるといえます。こう

した黒字は、今後の社会経済状況の変化や施設

等の更新費用に備えて蓄えていく必要があり

ます。 

財源

（税収等、国県等補助金）

603億円

純行政コスト
533億円

本年度差額　69億円
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金額は四捨五入しているため、合計値と内訳が一致しない場合があります。

金額は四捨五入しているため、合計値と内訳が一致しない場合があります。

＊有形固定資産減価償却率：有形固定資産のうち、建物や道路などの償却資産の取得価額に対する減価償却累計額の

割合であり、耐用年数に対して資産の取得からどの程度経過しているのか表します。 

【計算式】減価償却累計額（BS）÷｛（有形固定資産合計（BS）－建設仮勘定－土地）＋減価償却累計額（BS）｝ 

（３）施設更新への備え ～公共施設・都市インフラ更新に対応できるか～ 

① 施設の有形固定資産減価償却率 

施設の経年の程度を示す＊有形固定資産減価償却率は約５割（53.2％）となっています。 

市有施設には、老朽化が進んでいるものと、新設したものとが混在していますが、施設全

体で見ると経年の程度が半分以上進んでいることになります。 

平成28年度末時点で保有している全ての施設の当初の価値と現在価値の差は716億円

（減価償却累計額）となっており、老朽化した施設を更新していくには大きな金額がかか

ります。今後も施設の長寿命化を進めるとともに、施設更新の方針などの検討が必要にな

ります。 

② 基金の状況 

市有施設の更新・新設のための自己資金としては、公共施設整備基金や学校施設整備基

金、吉祥寺まちづくり基金、公園緑化基金などの基金を積み立てており、資産の更新・新

設に備えた基金の残高は319億円になります。 

一方、第五期長期計画・調整計画の財政シミュレーションにおいて、公共施設や都市イ

ンフラを現状と同様の規模・仕様で更新した場合には、厳しい財政状況が予想されていま

す。今後も基金の積立を着実に行う必要があります。 

施設等の取得価額

1,348億円
（100％）

施設等の

減価償却累計額
716億円

（53.2%）

施設等の現在価値
631億円

（46.8％）

施
設
等
の
当
初
の
価
値

価
値
の
下
落
分

（
有
形
固
定
資
産
減
価
償
却
率
）

施
設
等
の

現
在
価
値

金額は四捨五入しているため、合計値と内訳が一致しない場合があります。


